
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2024年５月10日

【四半期会計期間】 第８期第１四半期（自　2024年１月１日　至　2024年３月31日）

【会社名】 日本ホスピスホールディングス株式会社

【英訳名】 Ｊａｐａｎ　Ｈｏｓｐｉｃｅ　Ｈｏｌｄｉｎｇｓ　Ｉｎｃ．

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 CEO　高橋　正

【本店の所在の場所】 東京都千代田区丸の内三丁目３番１号

【電話番号】 03-6368-4154（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役副社長 CFO　　加藤　晋一郎

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区丸の内三丁目３番１号

【電話番号】 03-6368-4154（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役副社長 CFO　　加藤　晋一郎

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

日本ホスピスホールディングス株式会社(E34735)

四半期報告書

 1/17



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第７期

第１四半期連結
累計期間

第８期
第１四半期連結

累計期間
第７期

会計期間
自2023年１月１日
至2023年３月31日

自2024年１月１日
至2024年３月31日

自2023年１月１日
至2023年12月31日

売上高 （千円） 2,245,331 2,725,416 9,871,866

経常利益 （千円） 264,900 246,117 1,028,334

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（千円） 164,558 152,044 681,880

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 164,558 152,044 681,880

純資産額 （千円） 2,163,690 2,924,380 2,692,423

総資産額 （千円） 13,071,564 15,094,447 15,160,306

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 20.47 18.71 84.81

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 20.33 18.12 84.26

自己資本比率 （％） 16.5 19.3 17.7

　（注）当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動など、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項は発生しておらず、また、前事業年度の有価証券報告書に記載して

いる「事業等のリスク」について、重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当第１四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1) 経営成績の状況

① 市場環境

当社グループの事業が関わる医療・看護・介護の環境につきましては、高齢者の増加と共に市場が拡大し需要が

増加する一方で、社会保障費の抑制を目的として、病院を中心とした施設から在宅を中心とした医療へのシフトが

進み、医療と介護の連携や地域単位でのケア体制の整備等が促進されると予想しております。

 

② 2024年１月～３月におけるホスピス施設の状況

このような状況の中、当社グループは「すべては笑顔のために」というコーポレートスローガンを掲げ、在宅で

の看取りを前提とした在宅ホスピスの事業を推進し、当第１四半期連結累計期間においては、以下のホスピス施設

を新たに開設しました。
 

名称 所在地 居室数 開設月

ファミリー・ホスピスたまプラーザハウス 横浜市青葉区 34 2024年３月

 

以上、１施設の新規開設により、当社グループの運営するホスピス住宅は、全41施設1,326室となりました。

 

③ 前年同期比較

前期以前に開設した施設の稼働率が上昇したことにより、前第１四半期連結累計期間に比べ、増収となりまし

た。しかしながら、前期に新規開設した施設（９施設）のうち４施設が前第４四半期会計期間に集中しており、前

年同期に比べ、開設直後の施設運営赤字負担が大きくなりました。あわせて、前第４四半期会計期間に実施した本

部管理体制への移管プロジェクトにより生じた課題については、当第１四半期連結累計期間はまだ稼働回復途中に

あります。それらの結果、前第１四半期連結累計期間に比べ、増収減益となりました。

 

④ 当社の施設損益

当社グループの運営する施設は、開設に先立って看護師等の従業員を採用することでホスピスチームを作り、ホ

スピスチームが確立した事を確認して施設を開設し、開設した後に順次入居者を受け入れる形で運営を行っている

ことから、一定の稼働率に至るまでは売上に対して人件費等の費用が先行して発生することになります。また、施

設の居室数が30室前後の場合は施設開設から約１年をかけて、40室前後の場合は施設開設から約１年半をかけて、

当社グループが満室の目安とする85％の稼働率に至る計画で展開しております。

 

以上の結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は、2,725,416千円（前年同期比21.4％増）となりまし

た。利益に関しては、営業利益が268,036千円（前年同期比16.6％減）となり、助成金収入等の営業外収益81,798

千円、支払利息等の営業外費用103,717千円を計上した結果、経常利益は246,117千円（前年同期比7.1％減）、親

会社株主に帰属する四半期純利益は152,044千円（前年同期比7.6％減）となりました。

当社グループは、在宅ホスピス事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。
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(2) 財政状態に関する説明

（資産）

当第１四半期連結会計期間末における総資産は15,094,447千円となり、前連結会計年度末に比べて65,858千円減

少しました。これは主に、機械装置及び運搬具が110,100千円、土地が140,230千円増加した一方で、現金及び預金

が381,070千円減少したことによるものであります。

 

（負債）

当第１四半期連結会計期間末における負債は12,170,067千円となり、前連結会計年度末に比べて297,815千円減

少しました。これは主に、未払法人税等が166,295千円、長期借入金（１年内返済予定を含む）が77,262千円、

リース債務が22,544千円減少したことによるものであります。

 

（純資産）

当第１四半期連結会計期間末における純資産は2,924,380千円となり、前連結会計年度末に比べて231,956千円増

加しました。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益152,044千円を計上したことによるものでありま

す。

 

以上の結果、当第１四半期連結会計期間末における自己資本比率は19.3％となり、前連結会計年度末の17.7％に

比べて1.6ポイント増加しております。

 

(3) 経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5) 研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 28,000,000

計 28,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2024年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（2024年５月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,221,000 8,231,100
東京証券取引所

グロース市場

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

であります。１単元

の株式数は、100株

であります。

計 8,221,000 8,231,100 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、2024年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

2024年１月１日

～2024年３月31日　

（注）１

160,000 8,221,000 40,635 419,065 40,635 419,065

（注）１．新株予約権の行使による増加であります。

２．譲渡制限付株式報酬として2024年４月25日付で新株式を発行したことに伴い、発行済株式総数は10,100株増

加し、資本金及び資本準備金はそれぞれ8,620千円増加しております。
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（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2023年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

    2024年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,054,600 80,546

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

ります。

単元未満株式 普通株式 6,100 － －

発行済株式総数  8,061,000 － －

総株主の議決権  － 80,546 －

（注）「単元未満株式」には、当社所有の自己株式87株を含んでおります。

 

②【自己株式等】

    2024年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株式
数（株）

他人名義所有株式
数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本ホスピスホー

ルディングス株式

会社

東京都千代田区丸

の内三丁目３番１

号

300 － 300 0.00

計 － 300 － 300 0.00

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。

なお、当四半期累計期間終了後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

代表取締役社長 CEO 代表取締役社長 高橋　正 2024年４月１日

取締役副社長 CFO 常務取締役管理本部長 加藤　晋一郎 2024年４月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2024年１月１日から2024

年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2024年１月１日から2024年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2023年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,884,006 1,502,935

売掛金 1,605,718 1,653,066

その他 112,584 122,470

流動資産合計 3,602,309 3,278,472

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 1,891,056 1,972,072

機械装置及び運搬具 207,681 317,781

工具、器具及び備品 149,536 161,621

土地 748,818 889,049

リース資産 8,348,243 8,348,243

建設仮勘定 168,404 195,211

減価償却累計額 △1,307,062 △1,414,031

有形固定資産合計 10,206,679 10,469,948

無形固定資産   

のれん 415,106 399,765

その他 25,706 23,918

無形固定資産合計 440,813 423,683

投資その他の資産   

繰延税金資産 99,998 93,552

その他 810,506 828,790

投資その他の資産合計 910,504 922,342

固定資産合計 11,557,997 11,815,975

資産合計 15,160,306 15,094,447
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2023年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年３月31日)

負債の部   

流動負債   

短期借入金 ※ 100,000 ※ 100,000

１年内返済予定の長期借入金 ※ 335,913 ※ 338,643

リース債務 165,155 172,184

未払金 129,858 144,576

未払費用 596,068 542,827

預り金 249,314 281,812

未払法人税等 254,133 87,837

その他 55,002 28,902

流動負債合計 1,885,445 1,696,785

固定負債   

長期借入金 ※ 2,420,082 ※ 2,340,090

リース債務 7,872,463 7,842,890

退職給付に係る負債 28,951 31,083

資産除去債務 60,540 60,651

その他 200,398 198,566

固定負債合計 10,582,437 10,473,282

負債合計 12,467,883 12,170,067

純資産の部   

株主資本   

資本金 378,430 419,065

資本剰余金 724,933 765,569

利益剰余金 1,582,494 1,734,538

自己株式 △845 △932

株主資本合計 2,685,013 2,918,242

新株予約権 7,410 6,138

純資産合計 2,692,423 2,924,380

負債純資産合計 15,160,306 15,094,447
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期連結累計期間

(自　2023年１月１日
　至　2023年３月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年３月31日)

売上高 2,245,331 2,725,416

売上原価 1,749,774 2,274,310

売上総利益 495,556 451,105

販売費及び一般管理費   

役員報酬 18,690 17,790

給料及び手当 33,135 35,061

賞与引当金繰入額 2,100 －

法定福利費 6,232 6,600

租税公課 60,885 64,512

のれん償却額 15,341 15,341

その他 37,606 43,762

販売費及び一般管理費合計 173,990 183,068

営業利益 321,565 268,036

営業外収益   

受取利息 7 9

助成金収入 22,135 81,669

その他 1 119

営業外収益合計 22,144 81,798

営業外費用   

支払利息 78,340 103,712

その他 470 5

営業外費用合計 78,810 103,717

経常利益 264,900 246,117

税金等調整前四半期純利益 264,900 246,117

法人税、住民税及び事業税 127,790 87,627

法人税等調整額 △27,448 6,446

法人税等合計 100,341 94,073

四半期純利益 164,558 152,044

親会社株主に帰属する四半期純利益 164,558 152,044
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期連結累計期間

(自　2023年１月１日
　至　2023年３月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年３月31日)

四半期純利益 164,558 152,044

四半期包括利益 164,558 152,044

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 164,558 152,044
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【注記事項】

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※　貸出コミットメント契約

当社及び連結子会社（ファミリー・ホスピス株式会社）においては、事業拡大及び財務基盤の安定化のた

め、取引銀行２行と当座貸越契約及びコミットメント型タームローン契約を締結しております。これら契約に

基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

①　貸出コミットメント契約

 
前連結会計年度

（2023年12月31日）
当第１四半期連結会計期間

（2024年３月31日）

当座貸越極度額の総額 300,000千円 300,000千円

借入実行残高 100,000 100,000

差引額 200,000 200,000

 

②　コミットメント型タームローン契約
 

 
前連結会計年度

（2023年12月31日）
当第１四半期連結会計期間

（2024年３月31日）

タームローン極度額の総額 200,000千円 200,000千円

借入実行残高 200,000 200,000

差引額 － －

 
 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2023年１月１日
至　2023年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2024年１月１日
至　2024年３月31日）

減価償却費 80,397千円 107,009千円

のれんの償却額 15,341 15,341
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2023年１月１日　至　2023年３月31日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2024年１月１日　至　2024年３月31日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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（収益認識関係）

当社グループは、在宅ホスピス事業の単一セグメントであり、在宅ホスピス事業の収益は、「医療保険報酬」

「介護保険報酬」「障がい者総合支援法に基づく報酬」「家賃等の自費サービス」等の多層構造になっておりま

すが、その大半は医療保険及び介護保険等の保険報酬並びに障がい者総合支援法に基づく報酬となっておりま

す。

このため、顧客との契約から生じる収益は、収益及びキャッシュ・フローの性質、金額、時期及び不確実性に

影響を及ぼす要因がないことから、主要な要因に基づく区分で分解した情報は記載しておりません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社グループは、在宅ホスピス事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額、算定上の基礎及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基

礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2023年１月１日
至　2023年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2024年１月１日
至　2024年３月31日）

(1) １株当たり四半期純利益金額 20円47銭 18円71銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千

円）
164,558 152,044

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
164,558 152,044

普通株式の期中平均株式数（株） 8,037,673 8,122,962

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 20円33銭 18円12銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（千

円）
－ －

普通株式増加数（株） 54,874 265,189

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 
 

 2024年５月10日

日本ホスピスホールディングス株式会社  

 取締役会　御中 

 

 太陽有限責任監査法人 

 名古屋事務所  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 荒　井　　　巌　　　㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 花　輪　　大　資　　㊞

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本ホスピス

ホールディングス株式会社の2024年１月１日から2024年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2024年

１月１日から2024年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2024年１月１日から2024年３月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ホスピスホールディングス株式会社及び連結子会社の2024年３月

31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる

事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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